様式第８号（第１２条関係）
年　　月　　日

コンパルホール指定管理者指定申請書
大分市長　　　　　　　　殿
　申請者　主たる事務所の所在地

名称

代表者名

電話番号

　

　コンパルホール条例第１５条第３項の規定により、コンパルホールの指定管理者の　指定を受けたいので申請します。
様式８－１
コンパルホール管理運営事業計画書

　　年　　月　　日

	団体等の名称
	
	設立年月日
	年　月　日

	代表者名
	

	所在地
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	e-mail
	

	現在運営している類似施設名
	所在地
	主な業務内容
	運営開始年月日

	
	
	
	年　月　日

	
	
	
	年　月　日

	
	
	
	年　月　日

	
	
	
	年　月　日

	
	
	
	年　月　日

	
	
	
	年　月　日


【事業計画書を記載する際の注意事項】

1 選定委員会における選定は、「コンパルホール指定管理者募集要項14.指定管理予定者の選定基準」に基づいて行います。

本計画書を作成の際は、当該選定基準を参考にしてください。

　2 指定管理期間５年分の事業計画を記載してください。

［事業計画］

(1)管理運営に当たっての基本的な考え方等

※施設の設置目的や機能、仕様書等を踏まえ、施設の管理運営に当たっての基本的な考え方について記載してください。

①団体等の経営方針

②施設の管理運営方針

③施設の現状に対する考え方と将来展望等について

(2)施設の管理運営に関する達成目標（本市が設定した目標指標に対するもの及び応

募者が独自に掲げる具体的な目標数値等）
(3)利用者サービス向上及び施設の利用促進に対する考え方等　
①サービスを向上させるための方策

Ⅰ 利用者サービスを向上させるための具体的な方策

Ⅱ 開館時間及び休館日の設定について

Ⅲ 利用者の要望（満足度）の把握方法及び対応策

Ⅳ 利用者又は住民から寄せられた苦情に対する解決方法や対応体制

②利用者増のための考え方等

Ⅰ 広報計画（広報についての具体案）

Ⅱ 利用者増につながる具体的な施設の利用促進策(利用者サービスの向上以外)

Ⅲ 自主事業の提案

※自主事業についての具体案があれば記載してください。また、その収支の考え方についても記載してください。

(4)安心・安全面からの管理運営の具体策等
①安心・安全面からの管理運営の具体策など特徴的な取組

Ⅰ 利用者の安全確保の考え方や取組

Ⅱ 施設及び設備の機能を良好に保つための維持管理の考え方や取組

②防犯、防災及び緊急時の対策と対応
(5)施設の平等な利用の確保の手法等

※平等な利用についての具体的な手法と期待される効果について記載してください。

(6)予算計画

①管理経費の効率化につながる方策

Ⅰ 経費の縮減及び効率的な運営のための検討及び具体策

Ⅱ 第三者委託について

※業務を第三者に委託する場合の活用の考え方、役割分担等について記載してください。

②５ヵ年の収支計画

Ⅰ 利用料金等の設定について

Ⅱ 収支計画の概要

※収支計画の概要と積算に当たっての留意事項及び収支計画を実効あるものとするための具体策について記載してください。

 (7)施設の管理運営体制等

①職員の配置と勤務体制

Ⅰ 管理運営組織
※指揮命令系統が分かる組織図を記載してください。

Ⅱ 職員の職種等
※組織図に記載された職員全てについて、雇用関係（常勤職員、非常勤職員、臨時職員、パート職員、委託職員等）、月勤務日数、担当する業務内容、年間の人件費見込額（福利厚生費等を含む一切のもの）を記載してください。
（注）人件費の合計額は、収支予算書の令和９年度人件費の額と一致させてください。
　（参考例）別紙でも可
	職　種（職名）
	雇用関係
	月勤務
日数
	担当する業務
	 類似施設の経験年数等
	人件費
(千円)

	○○　長
	
	
	
	
	

	職員１（　　　）
	
	
	
	
	

	職員２（　　　）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	－
	
	－
	
	


Ⅲ 日常の職員配置
※１日の標準的な職員配置（勤務時間帯と職種が分かるもの）とその考え方について記載してください。
　また、セルフモニタリングの責任者・担当等についても記載してください。
　　　　（参考例）別紙でも可
	配置場所
	職員配置の時間帯
	常勤職員
	○○○
	○○○
	○○○
	○○○

	○○室
	～
	　　　人
	　　人
	　　人
	　　人
	　　人

	
	～
	
	
	
	
	

	その他
	～
	
	
	
	
	

	
	～
	
	
	
	
	


②職員の研修計画

※人材育成方針及び担当職員の業務水準を維持、向上させ、並びに人権・同和問題に対する意識の啓発を進める方策について提案してください。
(8)個人情報保護の考え方等
　　※個人情報の保護について、情報管理体制や基本的な取組を記載してください。
また、第三者委託を行う場合の個人情報の保護の確保策についても記載してください。
(9)情報公開の考え方等
　　※情報公開について、基本的な取組を記載してください。
(10)その他

①地元雇用の考え方と地域活性化の取組等
②障がい者雇用の取組等

③環境への配慮等

④類似施設の運営実績

⑤その他（最低賃金法、男女雇用機会均等法の遵守など）
様式８－２

　　令和　年度　コンパルホール管理運営収支予算書

　　<単位：千円>

	項　　目
	金額
	内　　訳
	備考

	収入項目
	指定管理料
	
	
	

	
	利用料金収入
	
	
	

	
	自主事業収入
	
	
	

	
	雑収入
	
	
	

	収入合計（A）
	
	
	


	項　　目
	金額
	内　　訳
	備考

	支出項目
	人件費

(福利厚生費を含む。)
	
	
	

	
	業務委託料
	
	
	

	
	使用料及び貸借料
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	

	
	燃料費
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	

	
	修繕費
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	

	
	広告料
	
	
	

	
	手数料
	
	
	

	
	各種保険料
	
	
	

	
	備品購入費
	
	
	

	
	公課費
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	

	支出合計（B）
	
	
	


	差引収支

(C)＝(A)－(B)
	


※　1事業年度(12月)の収支を記入してください。
※指定期間内における全ての年度について作成してください。
様式８－３
コンパルホールの管理運営に係る
指定管理者の申請に当たり応募資格がある旨の誓約書

　私は、コンパルホール指定管理者募集要項に定める応募資格を満たしていることを誓約いたします。

　　　　年　　月　　日

大分市長　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　団体等の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

様式８－４

誓　　約　　書
　私は、下記の事項について誓約します。
なお、市が必要な場合には、警察に照会することについて承諾します。　
　　また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分市と行う他の契約における確認に利用することに

同意します。
記
１　自己又は自己の役員等（別紙名簿に掲げる者）が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 暴力団員が役員となっている事業者
（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している者

（６） 暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者
（７） 役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有

している者
（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個

人ではありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
大分市長　殿
　　　　　　　　
                 　　　                　[法人、団体にあっては事務所所在地]
　　　　　　　　　　　　         住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

［法人、団体にあっては法人・団体名及び、代表者の役職・氏名］

（ふりがな）
                                      氏    名                                              　
                                     生年月日　（大正・昭和・平成）　　　  年　　月　　日（男・女）
市では、大分市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。

様式８－４　別紙
役員名簿
	氏          名
	生　年　月　日
	性　別
	住所

	役　職
	漢字（ふりがな）　氏名
	元号
	年
	月
	日
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	


様式８－５

コンパルホール指定管理者に係る現地説明会参加申込書

大分市長　　　　　　　　　殿

現地説明会への参加を次のとおり申し込みます。

1　説明会参加希望団体等

	団体等の名称
	
	代表者名
	

	所　在　地
	　　(電話番号)


2　説明会参加者名
	Ｎｏ
	役　　職　　名
	氏　　　　　名

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	


様式８－６

コンパルホール指定管理者募集要項等に関する質問書

大分市長　　　　　　　　　殿

コンパルホール指定管理者募集要項等について、次のとおり質問します。

	団体等の名称
	
	代表者名
	

	所　在　地
	(電話番号)


	質　問　内　容

	


様式８－７

コンパルホール指定管理者申請辞退届

　　　年　　月　　日付けでコンパルホール指定管理者指定申請書を提出しましたが、次の理由により辞退します。

　　年　　月　　日

大分市長　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　団体等の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　

（辞退の理由）

様式８－８

コンパルホールの指定管理に関する基本協定書（案）

　大分市と○○（以下「指定管理者」という。）とは、次のとおり、コンパルホール（以下「本施設」という。）の管理に関する基本協定（以下「本協定」という。）を締結する。

　第1章　総則

　（本協定の目的）

第1条　本協定は、大分市及び指定管理者が相互に協力し、本施設を適正かつ円滑に管理するために必要な事項を定めることを目的とする。

　（指定管理者の指定の意義）

第2条　大分市及び指定管理者は、本施設の管理に関して大分市が指定管理者の指定を行う意義は、本施設が市民の利用に供する公の施設であることを前提として、指定管理者の能力を活用しつつ、市民サービスを向上させ、もって本施設の効果的な運営を図ることにあることを確認する｡

　（関係法令の遵守等）
第3条　指定管理者は、本業務等の実施に当たっては、地方自治法（昭和22年法律第67号）、労働基準法（昭和22年法律第49号）、職業安定法（昭和22年法律第141号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）その他の関係法令の規定を遵守しなければならない。

2　大分市及び指定管理者は、相互に協力し信義を重んじ、本協定を誠実に履行しなければならない。

　（用語の定義）

第4条　本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　本業務等　本業務及び自主事業をいう。

(2)　本業務　コンパルホール条例（昭和60年大分市条例第30号。以下「条例」という。）に定められた施設の設置目的の範囲内で、コンパルホール指定管理者管理運営仕様書において指定管理者が行う業務の範囲として定められた業務をいう。

(3)　自主事業　本業務以外の業務であって、指定管理者からの自主的な提案により行う業務をいう。

(4)　事業計画書　指定管理者が大分市に提出する管理運営事業計画書、収支予算書及び年度事業計画書をいう。

(5)　法令　法律、政令及び省令並びに本市の条例及び規則をいう。

(6)　指定管理料　大分市が指定管理者に対して支払う本業務の実施に関する対価等をいう。

(7)　利用料金　管理施設の利用の対価として支払われる施設利用料をいう。
(8)　仕様書　コンパルホール指定管理者管理運営仕様書及びその添付資料並びにこれらに対する質問回答をいう。

(9)　募集要項　コンパルホール指定管理者募集要項及びその添付資料並びにこれらに対する質問回答をいう。

(10)　年度協定　本協定に基づき、大分市と指定管理者が指定期間中に毎年度締結する協定をいう。

(11)　不可抗力　天災地変、人災その他大分市及び指定管理者の責めに帰すことのできない事由をいう。

　（管理物件）

第5条　本業務等の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設及び管理物品とする｡

2　管理施設及び管理物品は、別紙1のとおりとする。

3　指定管理者は、善良なる管理者の注意を持って管理物件を管理しなければならない。

4　指定管理者は、管理物件を他の目的に使用し、又はその形状、形質等を変更してはならない。ただし、大分市の許可を得たときは、この限りでない。

　（指定期間等）

第6条　指定管理者の指定期間は、令和9年4月1日から令和14年3月31日までとする。

2　本業務等に係る事業年度は、毎年4月1日から翌年の3月31日までとする。

3　指定管理者は、本業務等に係る経理を、指定管理者が行う他の事業と区分し、独立した経理を行わなければならない。

＊　指定管理者が共同企業体方式の場合は下記の条項を追加

　（代表構成員の地位）

第○条　指定管理者の代表構成員は、指定管理者を代表し、大分市との折衝並びに指定管理料の請求及び受領を行うものとする｡

　（各構成員の責任）

第○条　指定管理者の代表構成員及びその他の構成員は、本協定の規定に基づき指定管理者が負担する一切の債務の履行に対し、連帯して責任を負うものとする。　　

　（重要事項の変更の届出）

第○条　指定管理者の代表構成員及びその他の構成員は、その名称、主たる事務所の所在地又は代表者に変更があったときは、速やかに書面によりその旨を大分市に届け出なければならない。

　（指定期間中における構成員の変更の禁止）

第○条　指定管理者の代表構成員及びその他の構成員は、本協定に基づき生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又はその権利を担保に供してはならない。ただし、事前に大分市の承認を受けた場合は、この限りでない。

2　指定管理者の代表構成員及びその他の構成員は、指定期間中において、大分市並びに当該者以外の指定管理者の代表構成員及びその他の構成員の承認を得なければ、指定管理者から脱退してはならない。

3　前項の規定により脱退した者がある場合又は指定管理者の代表構成員若しくはその他の構成員のうちいずれかが倒産し、若しくは解散した場合は、残存する指定管理者の代表構成員又はその他の構成員が共同連帯して本業務を遂行し、又は大分市の承認を得て新たな構成員を加えなければならない。

　第2章　本業務等の範囲と実施条件

　（本業務の範囲）

第7条　指定管理者が行う本業務の範囲は、次のとおりとする。

(1)　管理施設の使用許可に関する業務

(2)　管理施設の使用に係る利用料金の徴収に関する業務

(3)　管理物件の維持管理に関する業務

(4)　管理施設の利用促進及び市民の心身の活力の向上を図る業務

(5)　前各号に掲げるもののほか、大分市又は指定管理者が必要と認める業務

2　前項各号に掲げる業務の細目は、仕様書及び募集要項に定めるとおりとする。

3　指定管理者は、第1項第1号に規定する使用許可に係る審査基準、標準処理期間及び処分基準について、あらかじめ書面により大分市の承認を得て定めるものとする。　

4　指定管理者は、第1項第1号の業務に関して、大分市暴力団排除条例(平成23年大分市条例第19号。以下「暴排条例」という。)第7条の規定に基づき、当該施設の利用が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第2条第2号に規定する暴力団を利することとなると認めるときは、当該施設の使用の許可若しくは承認をせず、又は既にした使用の許可若しくは承認の取消しその他の利用の制限に関する処分を行うことができる。

　（自主事業の範囲）

第8条　指定管理者は、本施設の設置目的に合致し、かつ、本業務の実施を妨げない範囲において、自主事業を実施することができる。

2　指定管理者は、自主事業を実施する場合は、大分市に対して事業計画書を提出し、事前に大分市の承認を得なければならない。この場合において、大分市及び指定管理者は、必要に応じて協議を行うものとする。

　（大分市が行う業務の範囲）

第9条　次に掲げる業務については、大分市が自らの責任と費用において実施するものとする。

(1)　本施設の目的外使用許可

(2)　第15条第2項ただし書、及び第23条第1項ただし書に定める管理物件の大規模な修繕や備品の調達等

　（業務実施条件）

第10条　指定管理者が本業務を実施するに当たり満たさなければならない条件は、仕様書及び募集要項に定めるとおりとする。

2　指定管理者が自主事業を実施するに当たっては、大分市及び指定管理者の協議の上、別途の自主事業の実施条件等を定めることができる。

　（業務の範囲及び業務実施条件の変更）

第11条　大分市又は指定管理者は、必要と認める場合は、相手方に対する通知をもって第8条に規定する本業務の範囲、第9条に規定する自主事業の範囲及び前条に規定する業務実施条件の変更を求めることができる。

2　大分市又は指定管理者は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。

3　本業務等の範囲又は業務実施条件の変更については、前項の協議において決定するものとする。

　第3章　本業務等の実施

　（本業務等の実施）

第12条　指定管理者は、本協定、年度協定及び関係法令のほか、募集要項、仕様書及び事業計画書に従って本業務等を実施するものとする。

2　本協定、募集要項、仕様書及び事業計画書の間に疑義が生じたときは、本協定、募集要項、仕様書、事業計画書の順にその解釈が優先するものとする。

3　前項の規定にかかわらず、事業計画書において募集要項及び仕様書を上回る水準が提案されている場合は、事業計画書に示された水準によるものとする。

　（開業準備）

第13条　指定管理者は、指定開始日に先立ち、本業務等の実施に関し必要な資格者及び人材を確保し、必要な研修等を行わなければならない。

2　指定管理者は、必要と認める場合は、指定開始日に先立ち、大分市に対して管理施設の視察を申し出ることができる。

　（第三者による実施）

第14条　指定管理者は、本業務等の全部又は一部を第三者に委託してはならない。ただし、大分市があらかじめ書面により承認した場合は、本業務等の一部を第三者に委託することができる。また、指定管理者から再委託を受けた第三者がさらに他業者へ委託（再々委託）する場合も、あらかじめ書面により大分市の承認を得なければならない。

2　指定管理者は、前項ただし書の規定により本業務等の一部を委託した場合において、その相手方を変更しようとするときは、あらかじめ書面により大分市の承認を得なければならない。

3　指定管理者が第1項ただし書の規定により本業務等の一部を第三者に委託した場合は、全て指定管理者の責任及び費用において行うものとし、本業務等に関して指定管理者が委託した第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用については、全て指定管理者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみなして、指定管理者が負担するものとする。

4　指定管理者が第1項ただし書の規定により本業務等の一部を第三者に委託した場合において、委託先の役員等が暴力団員（暴力団対策法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団関係者（暴排条例第6条第1号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）に該当することを知ったときは、直ちに大分市に報告し、その指示に従い、必要な措置をとらなければならない。

　（管理物件の修繕等）

第15条　指定管理者は、修繕その他管理物件の原状を変更しようとするときは、書面により大分市の承認を得なければならない。

2　管理物件の修繕等に係る経費は、指定管理者の負担とする｡ただし、１件につき50万円（消費税及び地方消費税を含む。）を超えると大分市が認める大規模な修繕等（指定管理者の管理瑕疵によるものを除く。）については、大分市が予算の範囲内で行う｡

　（安全管理等）

第16条　指定管理者は、本業務等における安全管理の徹底のため、法令等を遵守した対応マニュアル（安全管理マニュアル、カスタマーハラスメント対応マニュアル）を作成して従事者に周知徹底を図り、その対策に万全を期さなければならない。

2　指定管理者は、指定期間中において、本業務等の実施に関連して事故、災害等の緊急事態が発生した場合は、速やかに安全管理マニュアルに基づき必要な措置を講ずるとともに、大分市その他の関係者に対し緊急事態が発生した旨を通報しなければならない。　

3　事故、災害等の緊急事態が発生した場合は、指定管理者は、必要に応じて大分市に協力を求め、当該緊急事態に対応するものとする。

（個人情報の保護等）

第17条　指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「個人情報保護法」という。）第2条第1項に規定する個人情報のうち、同法第66条第2項第2号に規定する公の施設（地方自治法第244条第1項に規定する公の施設をいう。）の管理の業務における個人情報の取扱いについて、コンパルホール指定管理者の保有する個人情報の安全管理のための措置に関する規程を定め、遵守しなければならない。　　
2　 個人情報が同時に大分市の保有個人情報（個人情報保護法第60条第1項に規定する保有個人情報をいう。）に該当する場合において、同法第76条に規定する開示請求について、当該個人情報の本人又は代理人から請求があったときは、指定管理者は、当該個人情報の本人又は代理人に対し、大分市に開示請求する旨を教示するものとし、本人の同意を得た上で個人情報を大分市に提供するなど開示請求の手続に協力しなければならない。
　　また、同法第90条に規定する訂正請求及び第98条に規定する利用停止請求についても同様とする。
3　 指定管理者が、個人情報保護法第16条第2項に規定する個人情報取扱事業者である場合、前二項を除く個人情報（自主事業における個人情報を含む。）の取扱いについて、個人情報保護法第4章の規定を遵守しなければならない。
　（情報公開）

第18条　指定管理者は、本業務等の実施状況及び本業務等に係る経理の状況等につい

　て、前条に定める個人情報の保護に十分留意しつつ、大分市の求めに応じて情報公開に努めなければならない。
（障がい者への適切な対応）

第19条　指定管理者は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）の趣旨及び大分市における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領（平成28年4月1日施行）を踏まえ、障がいを理由とする不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供その他障がい者に対する適切な対応を行うものとする。
　（従事者研修）

第20条　指定管理者は、本業務等に従事する者に対し、安全管理、個人情報の保護、人権教育、その他本事業等の実施に関し必要な研修を定期及び随時において行わなければならない。

　第4章　備品等の取扱い

　（大分市による備品等の貸与）

第21条　大分市は、別紙１に定める備品等のうちⅠ種のもの（以下「備品等（Ⅰ種）」という。）及びⅡ種のもの（以下「備品等（Ⅱ種）」という。）を無償で指定管理者に貸与するものとする。

2　指定管理者は、指定期間中、備品等（Ⅰ種）及び備品等（Ⅱ種）を常に良好な状態に保たなければならない。

3　備品等（Ⅰ種）が経年劣化等により本業務の実施の用に供することができなくなった場合は、大分市は、指定管理者と協議の上、必要に応じて自己の費用で当該備品等を購入し、又は調達するものとする。

4　指定管理者は、故意又は過失により備品等（Ⅰ種）を毀損滅失したときは、大分市に対してこれを弁償し、又は大分市の承認を得て、自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するものを購入し、又は調達しなければならない。

　（指定管理者による備品等の購入等）

第22条　指定管理者は、備品等（Ⅱ種）が経年劣化等により本業務の実施の用に供することができなくなった場合は、大分市と協議の上、自己の費用で当該備品等を購入し、又は調達しなければならない。ただし、１件につき50万円（消費税及び地方消費税を含む。）を超えると大分市が認める調達等（指定管理者の管理瑕疵によるものを除く。）については、大分市が予算の範囲内で行うものとする｡

2　指定管理者は、備品等(Ⅰ種)及び備品等（Ⅱ種）のほか、指定管理者の任意による備品等（以下「備品等（Ⅲ種）」という。）を購入し、又は調達することができる。
（備品台帳の作成及び管理）

第23条　指定管理者は、本協定の締結後から本業務等が開始されるまでの間に備品等（Ⅰ種）及び備品等（Ⅱ種）の品名・型番・調達者・所有者・購入年月日等が明記された備品台帳を作成しなければならない。

2　 指定管理者は、備品等（Ⅲ種）を適正に管理しなければならない。

3　 指定管理者は、1項の規定により作成した備品台帳を本協定の期間満了までの間、実際の状況と齟齬が生じないよう適切に管理しなければならない。

　第5章　業務実施に係る大分市の確認事項

　（年度事業計画書）

第24条　指定管理者は、毎年度、大分市が指定する期日までに、当該年度の翌年度に係る次に掲げる内容を記載した年度事業計画書を大分市に提出し、その承認を得なければならない。

(1)　管理運営の体制及び本業務等の内容

(2)　管理運営に要する経費の総額及び内訳

(3)　貸館施設全体に対する利用目標値（利用者数等）の設定

(4)　その他大分市が必要と認める事項

2　大分市は、前項の年度事業計画書が提出されたときは、その内容を審査し、必要な指示等を行うことができる｡

3　指定管理者は、年度事業計画書を変更しようとするときは、あらかじめ書面により大分市の承認を得なければならない。

　（業務報告書等）

第25条　指定管理者は、本業務等の実施及びその実施に係る経理の状況に関する書類を常に整備するとともに、毎年度及び毎月、本業務等に関し、大分市が指定する期日までに次に掲げる事項を記載した業務報告書を大分市に提出しなければならない。

(1)　本業務の実施状況に関する事項

(2)　管理施設の利用状況に関する事項

(3)　利用料金収入の実績及び管理経費等の収支状況等

(4)　自主事業の実施状況に関する事項

(5)　従事者研修の実施状況に関する事項

(6)  その他大分市が指示する事項
2　指定管理者は毎年度の決算後速やかに、大分市に対し、その財務諸表を提出しなければならない 。

3　指定管理者は、大分市が第47条から第49条までの規定に基づき年度途中において指定管理者の指定を取り消した場合は、当該指定が取り消された日から30日以内に当該年度における当該日までの間の業務報告書を提出しなければならない。

4　指定管理者は、利用者等から本業務等の運営状況等に関する意見を聴取するとともに、当該意見に基づき定期的に自己評価を行い、その結果を大分市に報告しなければならない。
　（モニタリング等）

第26条　大分市は、前条の規定により指定管理者が提出した業務報告書等に基づき、指定管理者が行う本業務等の実施状況及び管理物件の管理状況の確認を行うものとする。

2　大分市は、必要があると認めるときは、前条の規定により指定管理者が提出した業務報告書等の内容又はこれらに関連する事項について、指定管理者に対して報告又は口頭による説明を求めることができる。

3　大分市は、前2項に規定する確認等のほか、指定管理者による業務実施状況等を確認するため、随時、管理物件に立ち入ることができる。

4　指定管理者は、大分市から前項の規定による立入りの申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除き、その申出に応じなければならない。

　
（大分市による業務の改善指示等）

第27条　前条の規定による確認等の結果、指定管理者による本業務等の実施が募集要項、仕様書及び事業計画書等を満たしていない場合は、大分市は、指定管理者に対して本業務等の改善の指示等を行うものとする。

2　指定管理者は、前項に定める指示等を受けた場合は、速やかに必要な措置を講じなければならない。

　第6章　指定管理料及び利用料金

　（指定管理料の支払）

第28条　大分市は、本業務の実施の対価として、指定管理者に対して指定管理料を、予算の範囲内で毎年度支払うものとする。

2　前項の指定管理料の詳細については、別途、年度協定において定めるものとする。

3　大分市は、前項の年度協定に基づき、指定管理者に指定管理料を○○○○ごとに支払うものとし、その支払時期は、○○○○とする。
　（指定管理料の変更）

第29条　大分市又は指定管理者は、指定期間中に指定管理料を変更すべき特別な事情が生じた場合は、相手方に対して通知をもって指定管理料の変更を申し出ることができる。
2　大分市又は指定管理者は、前項の申出を受けた場合は、協議に応じなければならない。

3　指定管理料の変更の要否、変更金額等については、前項の協議により決定するものとする。
4　 前3項の規定にかかわらず、大分市は、指定管理料算定の基礎となった指定管理者が想定する賃金水準と、公表された統計指標等に基づく賃金水準の変動率との間に一定以上の乖離が生じたと認める場合は、別に定める「大分市指定管理者制度における賃金スライド制度運用の手引き」に基づき、指定管理料の額を改定することができる。

　（利用料金）

第30条　指定管理者は、条例第20条第1項の規定により本施設に係る利用料金（指定管理者が行った使用許可に係るものに限る｡）を指定管理者の収入として収受することができる。

2　利用料金は、指定管理者が、条例に規定する使用料の範囲内でこれを定めるものとする｡ただし、その決定及び改定については、あらかじめ書面により大分市の承認を得なければならない。

3　利用料金の減免基準及び還付基準の設定及び変更は、指定管理者があらかじめ書面により大分市の承認を得た上で行うものとする｡
4　大分市は、おおいた公共施設案内・予約システムにおいて、利用者が口座振替により納付した利用料金及びオンライン決済により指定納付受託者を通じて納付した利用料金に相当する額について、大分市の口座への入金を確認した後、指定管理者に支払うものとする。

　第7章　損害賠償及び不可抗力

　（損害賠償等）

第31条　指定管理者は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失したときは、それによって生じた損害を大分市に賠償しなければならない。

　（第三者への賠償）

第32条　指定管理者は、本業務等の実施において、第三者に損害が生じた場合は、その損害を賠償しなければならない。ただし、その損害が大分市の責めに帰すべき事由又は大分市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由による場合は、この限りでない。

2　大分市は、指定管理者の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償した場合は、指定管理者に対して、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費用を求償することができる。この場合において、大分市が求償した場合には、指定管理者は当該求償に応じなければならない。

　

（保険）

第33条　本業務等の実施に当たり、大分市が付保しなければならない保険は、火災保険（建物総合損害共済・全国市有物件災害共済会）とする。

2　本業務等の実施に当たり、指定管理者が付保しなければならない保険は、次のとおりとする。

(1)　施設賠償責任保険

(2)　第三者賠償保険

　（不可抗力によって発生した費用等の負担）

第34条　不可抗力の発生に起因して指定管理者に損害等が発生した場合は、指定管理者は、その内容及び程度の詳細を記載した書面により大分市に通知するものとする。

2　大分市は、前項の規定による通知があった場合は、損害状況等の確認を行った上で指定管理者と協議を行い、不可抗力の判定、費用負担等を決定するものとする。

3　不可抗力の発生に起因して大分市に損害等が発生した場合は、当該費用の負担について、大分市及び指定管理者が協議して定めるものとする｡

　（不可抗力による本業務等の実施の免除）

第35条　前条第2項に定める協議の結果、不可抗力の発生により本業務等の一部の実施ができなくなったと認められた場合は、指定管理者は、大分市との協議に基づき、不可抗力により影響を受ける限度において、本協定に定める義務を免れることができる。

2　指定管理者が不可抗力により本業務の一部を実施できなかった場合は、大分市は指定管理者との協議の上、指定管理者が当該本業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理料から減額することができる。

　（責任分担）

第36条　前条までに定める大分市及び指定管理者の責任分担その他本業務等の実施に関する大分市及び指定管理者の責任分担については、別紙3のとおりとする。

2　前項の責任分担のうち、第三者が責めを負う損害について、その責めを負う第三者が特定できる場合は、指定管理者は当該第三者と損害賠償等について交渉に当たるものとし、第三者が特定できない場合又は第三者が損害賠償等に応じない場合は、大分市及び指定管理者の協議による。

　第8章　災害時の対応に関する事項

　（避難所等の開設）

第37条　指定管理者は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、大分市が本施設を避難場所、避難所、物資の配送拠点、その他市が指定する用途（以下「避難所等」という。）とし使用する場合は、大分市の指示に従い避難所等を開設するものとする。
（自主避難者への対応）

第38条　指定管理者は災害が発生し、または発生するおそれがある場合において非難情報が発令される前に本施設に自主的に避難する者がある場合は、速やかに大分市へ報告するものとする。
（避難所等の運営への協力）

第39条　指定管理者は大分市が本施設を避難所等として使用する場合は、大分市と協議のうえ、避難所等の運営に協力するものとする。
（業務内容等の報告）

第40条　指定管理者は、災害対応業務の内容及び費用について、大分市に書面をもって適宜報告するものとする。

（個人情報の取扱い）

第41条　指定管理者は、災害対応業務で扱う個人情報については、当該業務に必要な範囲で利用等するものとし、本協定第17条の規定に則した取扱いを行うものとする。
（費用の負担）

第42条　災害対応業務により発生した費用は、大分市が負担することを原則として、協議により決定するものとする。なお、協議においては、災害対応業務等に伴い不要となった費用等についても考慮することとする。

（災害への対応）
第43条　本施設は、大分市地域防災計画において指定避難所の指定を受けており、災害が発生し、または発生するおそれがある場合避難場所、避難所、物資の配送拠点、その他大分市が指定する用途（以下「避難所等」という。）として使用される場合がある。指定管理者は大分市の指示等に従い、避難所等の開設・運営などの災害対応業務を行うものとする。
（避難所の開設・運営）
第44条　災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、本施設に避難所が開設される場合、指定管理者はあらかじめ定められた業務分担に応じて、避難所の開設・運営等の業務を行うものとする。
　第9章　指定期間の満了

　（業務の引継ぎ等）

第45条　指定管理者は、本協定の期間満了に際し、大分市又は大分市が指定する者に対し、本業務の引継ぎ等を行わなければならない。

2　大分市は、必要と認める場合は本協定の期間満了に先立ち、指定管理者に対して大分市又は大分市が指定する者による管理物件の視察を申し出ることができる。

3　指定管理者は、大分市から前項の規定による申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除き、その申出に応じなければならない。

　（原状回復義務）

第46条　指定管理者は、本協定の期間満了時に、指定開始日を基準として、管理物件を指定管理者の負担において原状に回復し、大分市又は大分市が指定する者に対して管理物件を引き渡さなければならない。

2　前項の規定にかかわらず、大分市が認める場合は、指定管理者は、管理物件の原状回復を行わずに、別途大分市が指定する状態で大分市又は大分市が指定する者に対して管理物件を引き渡すことができる。

　（備品等の引継ぎ）

第47条　本協定の期間満了に際し、備品等の引継ぎ等については、次のとおりとする。

(1)　備品等（Ⅰ種）及び備品等（Ⅱ種）については、指定管理者は、大分市又は大分市が指定する者に対して引き継がなければならない。

(2)　備品等（Ⅲ種）については、原則として指定管理者が自己の責任と費用で撤去等を行うものとする。ただし、大分市と指定管理者の協議において両者が合意した場合は、指定管理者は、大分市又は大分市が指定する者に対してこれを引き継ぐことができる。

　第10章　指定の取消し等

　（大分市による指定の取消し等）

第48条　大分市は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、地方自治法第244条の2第11項の規定により、その指定を取り消し、又は期間を定めて本業務等の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

(1)　指定管理者が本協定、関係法令等に違反する等不正行為を行ったとき。

(2)　指定管理者が大分市に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。

(3)　指定管理者が応募資格要件に該当しなくなったとき。

(4)　指定管理者が経営状況の悪化等により、本業務等を行うことが不可能又は著しく困難となったとき。

(5)　指定管理者の役員等が暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めるとき。

(6)　指定管理者が、大分市への不当な働きかけを行うなど、市への協力関係又は信頼関係を著しく損なう行為を行ったとき。

(7)　その他大分市が必要と認めるとき。

2　大分市は、前項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて本業務等の全部若しくは一部の停止を命じようとするときは、事前にその旨を指定管理者に通知した上で、次の事項について聴聞等を行うものとする｡

(1)　指定の取消し等の理由

(2)　指定の取消し等の要否

(3)　指定管理者による改善策の提示及び指定の取消し等までの猶予期間の設定

(4)　その他必要な事項

3　大分市は、前2項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて本業務等の全部若しくは一部の停止を命じた場合において、大分市に損害等が生じた場合は、指定管理者は大分市にその損害を賠償しなければならない。

4　前項の場合において、指定管理者に損害等が生じても、大分市はその賠償の責めを負わない。

　（指定管理者による指定の取消しの申出）

第49条　指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、大分市に対して指定の取消しを申し出ることができる。

(1)　大分市が本協定の内容を履行せず、又はこれに違反したとき。

(2)　その他指定管理者が必要と認めるとき。

2　大分市は、前項の申出を受けた場合は、指定管理者との協議を経てその措置を決定するものとする。

　（不可抗力による指定の取消し等）

第50条　大分市又は指定管理者は、不可抗力の発生により、本業務等の継続等が困難と判断した場合は、相手方に対して指定の取消し等の協議を求めることができる。

2　前項の協議の結果、やむを得ないと判断された場合は、大分市は指定の取消し等を行うものとする。

3　前項の規定による取消し等により発生する損害等の負担については、大分市及び指定管理者が協議して決定するものとする。

（指定期間終了時の取扱い）

第51条　第45条から第47条までの規定は、前3条の規定により指定が取り消された場合について準用する。
　第11章　その他

　（権利又は義務の譲渡の禁止）

第52条　指定管理者は、本協定に基づき生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又はその権利を担保に供してはならない。ただし、事前に大分市の承認を受けた場合は、この限りでない。

　（本業務等の実施に係る指定管理者の口座）

第53条　指定管理者は、本業務等の実施に係る支出及び収入を適切に管理することを目的として、本業務等に固有の銀行口座を開設し、その適切な運用を図るものとする。

　（請求、通知等の様式等）

第54条　本協定に関する大分市及び指定管理者の間の請求、通知、申出、報告、承認及び解除は、本協定に特別の定めがある場合を除き、書面により行わなければならない。

　（協定の変更）

第55条　本業務等に関し、本業務等の前提条件若しくはその内容が変更したとき、又は特別な事情が生じたときは、大分市及び指定管理者の協議の上、本協定の規定を変更することができる。

　（疑義についての協議）

第56条　本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき、又は本協定に特別の定めのない事項については、大分市及び指定管理者の協議の上、これを定めるものとする。

　（管轄裁判所）

第57条　本協定に関する紛争は、大分地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
　本協定を証するため、本書を2通作成し、大分市及び指定管理者がそれぞれ記名押印の上、各1通を保有する。

　令和○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　大分市

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　大分市荷揚町2番31号

　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　大分市

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　大分市長　　　　　　　　
印
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　指定管理者

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　○○

　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　○○

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　○○


㊞

別紙1　管理物件

1　管理施設（※詳細については、財産台帳を参照のこと。）

(1)コンパルホール

(2)敷地内の外構及び植栽

(3)その他施設

2　管理物品（※詳細については、備品台帳を参照のこと。）

(1)備品等（Ⅰ種）

	種　　類
	数　　量
	備　　考

	
	
	


(2)備品等（Ⅱ種）

	種　　類
	数　　量
	備　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別紙2

個人情報取扱特記事項
　　

　（基本的事項）　　

第1　指定管理者は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第９項に規定する特定個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、本協定に係る本業務等の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。

　（秘密の保持）

第2　指定管理者は、本業務等に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、又は指定管理者の指定が取り消された後においても同様とする。
（目的外利用及び提供の禁止）

第３　指定管理者は、大分市の指示又は承諾があるときを除き、本協定による業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。

（再委託）
第４　指定管理者は、大分市の承諾を得た場合を除き、本協定による個人情報を取り扱う業務については自ら行うものとし、再委託（再委託先が受注者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）してはならない。

なお、大分市の承諾を得て指定管理者が再委託する場合において、指定管理者は、適正な個人情報の取扱いのため、再委託先に対しこの特記事項を遵守させなければならない。大分市の承諾を得て再委託先が再々委託を行う場合以降も同様とする。

（複写又は複製の禁止）
第５　指定管理者は、大分市の指示又は承諾があるときを除き、この協定による業務を行うため大分市から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。
（収集の制限）
第６　指定管理者は、本協定による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の目的を明確にし、目的を達成するために必要な範囲内で適法かつ公正な方法により行わなければならない。

また、情報システム等を使用し個人情報を収集するときは、当該情報システム等にアクセスする権限を有する従事者の範囲と権限の内容を必要最小限にするとともに、当該個人情報の秘匿性等その内容に応じて認証機能を設定する等のアクセス制御のために必要な措置を講じなければならない。

（適正管理）
第７　指定管理者は、本協定による業務に関して知り得た個人情報について、漏えい、滅失、改ざん及び毀損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

（持ち出しの禁止）
第8　指定管理者は、あらかじめ大分市の指示又は承諾があった場合を除き、指定管理者が本業務等に係る個人情報を取り扱っている事務所その他の場所から個人情報を持ち出してはならない。
（従事者の明確化）
第９　指定管理者は、本協定による業務に従事する者を明確にし、個人情報を取り扱う責任者及び業務従事者の管理体制及び実施体制について記載した書類を提出しなければならない。

従事者への監督及び教育
第１０　指定管理者は、本協定による業務に従事する者に対し、個人情報の適正な取扱いについて監督及び教育を行わなければならない。

（従事者への周知）
第１１　指定管理者は、この協定による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても当該業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこと、その他個人情報の保護に関し必要な事項を周知させなければならない。

（事故報告）
第１２　指定管理者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは速やかに大分市に報告し、大分市の指示に従うものとする。指定管理者の指定の期間が満了し、又は指定管理者の指定が取り消された後においても同様とする。

（報告義務）
第13　指定管理者は、大分市から求めがあったときは、特記事項の遵守状況及び本業務等の履行状況について、大分市に対して報告しなければならない。

（資料等の返還及び消去）
第１４　指定管理者は、本協定による業務を行うため発注者から提供を受け、又は指定管理者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約が終了し、又は解除された後直ちに大分市に返還し、若しくは引き渡し、又は消去するものとする。ただし、大分市が別に指示したときはその指示に従うものとする。

（契約の解除及び損害賠償）

第１５　大分市は、指定管理者が法令に違反していると認められるとき、又はこの特記事項に違反していると認められるときは契約の解除及び損害賠償の請求をすることができる。

（報告義務）

第１６　指定管理者は、この特記事項の遵守状況及び委託業務の履行状況について大分市に対して定期的に報告しなければならない。

（検査）
第１７　大分市は、指定管理者が本協定による業務を行うに当たり、指定管理者及び再委託先等関係者に対し、取り扱っている個人情報の状況について随時検査することができる。

別紙3

責任分担表（案）

1　管理運営に関する責任分担

　(◎：原則として責任がある。　〇：一部責任を負う場合がある。)

	項　　　目
	大分市
	指定管理者

	事業運営に影響のある法令の変更
	
	◎

	資金調達
	
	◎

	物価（指定後のインフレ､デフレ）（※）
	〇
	◎

	金利の変動
	
	◎

	不可抗力による業務の変更､中止等
	協議事項

	大分市の責任による業務の中止等
	◎
	

	指定管理者の責任による業務の中止等
	
	◎

	指定管理者の事業放棄､破綻
	
	◎

	申請費用の負担
	
	◎

	施設運営の引継ぎコストの負担
	
	◎

	施設競合による利用者減、収入減
	
	◎

	当初の需要見込みと異なる状況
	
	◎

	大分市以外の要因による運営費の増加
	
	◎

	大分市の協定内容の不履行
	◎
	

	指定管理者の事由による業務及び協定内容の不履行
	
	◎

	要求水準の不適合
	
	◎

	管理運営
	
	◎

	機械設備の保守点検（法定を含む。）
	
	◎

	備品の購入及び管理
	○
	◎

	必要な消耗品の購入
	
	◎

	不可抗力による管理物件の修繕等
	協議事項

	不可抗力以外の管理物件の修繕等
	◎

（1件50万円超）
	◎

(1件50万円以内)

	施設の法的管理（利用許可・目的外使用許可）
	◎

(目的外使用許可)
	◎

（利用許可）

	苦情対応
	○
	◎

	事故対応
	○
	◎

	災害時対応
	〇（指示等）
	◎

	災害復旧
	◎
	○

	包括的管理責任
	◎
	

	利用者に係る賠償責任保険の加入
	○
	◎

	火災保険の加入
	◎
	

	施設の管理瑕疵により損害が生じたとき
	
	◎

	施設の設置瑕疵により損害が生じたとき
	◎
	


※賃金水準の変動については、第29条第4項の規定による。

備 考　

・  上記に含まれない事項は、大分市と指定管理者との間の協議によるものとします。

・　第三者の責めに帰すべき事由による損傷で、その第三者が特定できる場合における損害回復等についての交渉は、指定管理者が行うものとします。

・　指定管理者の責に帰すべき事由により生じた損害について、大分市が損害を賠償したときは、大分市は指定管理者に求償権を有するものとします。

<協定書に添付する資料>

　大分市の作成するコンパルホール指定管理者募集要項

　大分市の作成するコンパルホール指定管理者管理運営仕様書

　指定管理者の作成するコンパルホール指定管理者管理運営事業計画書

　指定管理者の作成するコンパルホール指定管理者収支予算書　

様式８－９

コンパルホールの指定管理に関する年度協定書（案）

　大分市と○○（以下「指定管理者」という。）とは、○年○月○日付けで、コンパルホール（以下「本施設」という。）の管理に関して締結したコンパルホールの指定管理に関する基本協定書（以下「基本協定」という。）第28条第2項の規定に基づき、本施設の指定管理に関する年度協定（以下「年度協定」という。）を締結する。

（年度協定の目的）

第１条　年度協定は、本施設の管理業務（以下「本業務等」という。）の各年度の業務内容及び本業務の実施の対価として支払われる指定管理料を定めることを目的とする。

（○年度の業務内容）

第２条　大分市及び指定管理者は、○年度の業務内容は、基本協定第１１条及び第１２条に定めるとおりであることを確認する。

（○年度の指定管理料）

第３条　大分市は、本業務の実施の対価として、指定管理料、金○○○円（消費税及び地方消費税を含む。）を指定管理者に支払うものとする。

２　大分市は、前項の指定管理料を履行確認後、指定管理者の請求に基づき、○○ごとに支払うこととし、その支払時期は○○○とする。

（疑義等の決定）

第４条　年度協定に定めのない事項については、第一義的には基本協定によるものとする。基本協定にも定めのない事項については、大分市と指定管理者の協議の上、これを定めるものとする。

　本協定を証するため、本書を2通作成し、大分市、指定管理者がそれぞれ記名押印の上、各1通を保有する。

　令和○年○月○日

　　　　　　　　　　　　　　　大分市

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　大分市荷揚町2番31号

　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　大分市

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　大分市長　　　　　　　　
印
　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　指定管理者

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　○○

　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　○○

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　○○


㊞

様式８－１０
賃金スライド制度の対象となる人件費に関する計画書（例）

１．正規職員
	
	〇年度
	〇+1年度
	〇+2年度
	〇+3年度
	〇+4年度

	対象経費総額
	
	
	
	
	

	配置予定人数
	
	
	
	
	

	対象経費／人
	
	
	
	
	

	想定上昇率
	
	
	
	
	


２．非正規職員
	
	〇年度
	〇+1年度
	〇+2年度
	〇+3年度
	〇+4年度

	対象経費総額
	
	
	
	
	

	平均時給
	
	
	
	
	

	想定上昇率
	
	
	
	
	


賃金スライドによる指定管理料人件費の見直しに係る通知（例）
（公印省略）
〇〇〇第〇〇〇号
令和〇年〇月〇日
　（法人名）
　（代表者名）
大分市長　　〇〇　〇〇

賃金スライドによる令和〇＋1年度指定管理料人件費の見直しについて（通知）

　賃金水準の変動率を踏まえた令和〇＋1年度の指定管理料の見直し額について、下記のとおり通知しますので、年間事業計画書等の作成に当たり、適切に反映いただきますようお願いします。
　なお、最終的な指定管理料については、令和〇＋1年度予算の議決後、予算の範囲内で決定します。
記

	スライドの適用
	あり（増額or減額）orなし

	適用する変動率
及びスライド額
	正規職員
	〇％　、　〇〇〇〇〇円（税抜）

	
	非正規職員
	〇％　、　〇〇〇〇〇円（税抜）

	スライド額合計
	〇〇〇〇〇〇円（税込）

	
	うち取引に係る消費税及び地方消費税の額〇〇〇〇〇円


適切な賃金水準の確保に関する通知（例）
（公印省略）

〇〇〇第〇〇〇号
令和〇年〇月〇日
　（法人名）
　（代表者名）
大分市長　　〇〇　〇〇
指定管理業務従事者の適切な賃金水準の確保について（通知）
　本市では、指定管理業務委託契約において、社会情勢の変化に対応し、従事者の適正な賃金を確保することを目的に、公表された統計水準等に基づく賃金水準の変動率に応じて指定管理料を調整する賃金スライド制度（以下「本制度」という。）を導入しています。
　つきましては、本制度の趣旨をご理解いただき、下記の事項について適切に対応するようお願いします。
記

　１．従事者の賃金への反映

　本制度が適用され指定管理料が増額された場合は、増額分が指定管理業務に従事する労働者の賃金に適切に反映されるよう配慮してください。
　２．再委託先の事業者への適切な対応
本市の承諾を得て業務の一部を第三者に再委託している場合は、再委託先においても、適切な賃金水準が確保されるよう、再委託先との契約内容の確認や委託料の見直しなど、特段の配慮を行ってください。
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